　　　　　　　　　     賃貸用建物の建築運営に関する契約

第１条　山田太郎（以下「甲」という。）は田中商会株式会社（以下「乙」という。）の協力を得て、甲所有の後記表示の土地（以下「本件土地」という。）上に、高品質にして収益性の高い賃貸用の建物を建設し、乙に一括賃貸するものとする。

二　乙は甲の委任により、本件土地上に前項記載の趣旨の建物を建築し、これを一括して賃借し、これを管理運用する。

第２条　甲が乙に委託する事項は次のとおりとする。

（１）建物の総合企画、設計、近隣対策、官庁折衝、許認可の取得

（２）建築工事

（３）建物の賃借、管理

（４）建築資金借入のあっせん

第３条　乙は甲の協力を得て、本合意書調印後直ちに、土地の測量、近隣対策、地質調査、建築に関連する官庁の許認可の取得手続をなすものとする。

第４条　甲と乙は、前条の建築許可取得後直ちに、建築請負工事契約、建物一括賃貸契約、建物管理委託契約を締結する。

二　乙は甲の承諾を得て、前項の契約を第三者に承継させることができる。

第５条　乙は甲より下記の条件にて、建物を一括して賃借し、第三者に転貸しする。

（１）乙の甲に対する賃料は、満室時に取得すべき乙の転貸賃料の＊＊％に相当する額とする。

（２）乙は甲に対し、建物引渡時において、満室に相当する敷金の＊＊％相当額を敷金として預託する。

（３）賃料改定は乙の転借人に対する賃料の改定に準じて行う。

第６条　甲の建築する建物の概要は、本契約書添付の計画書及び概略図面を基準とし、その計画変更については甲乙協議する。

第７条　建築工事請負契約を甲乙間もしくは甲と乙の指定する第三者との間に締結するまでに、甲又は乙のいずれの責にも帰すことのできない事由により延期、中止等の事態に至ったときは、相互に損害賠償は請求しない。

第８条　本契約に定めなき事項は、甲乙相互に紳士的に協議の上定める。

上記のとおり本契約が成立したので本証書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。
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